予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：刑事警察費　　　
	事業名：　新　検視支援装置整備費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　警察本部　刑事部　捜査第一課　電話番号：058-271-2424（内4111）

　　　　　　　E-mail：c18880@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　1,532千円 （前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,532
	77
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,455

	決定額
	1,532
	77
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,455


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　犯罪死の見逃しは、殺人等の凶悪犯罪を潜在化させるものであり、踏みにじられた被害者の尊厳を回復困難なものとし、更なる凶悪犯罪発生の要因を社会に残存させることで治安に深刻な悪影響を及ぼすため、警察としては絶対に発生させてはならない。こうした犯罪死の見逃しを防止するためには、捜査の専門的見地から、死体やその周辺の状況を見極めつつ、死亡の背景にある幅広い情報を迅速に集約・分析を図り、検視を的確に遂行することが必要であり、検視官と死体取扱現場をリアルタイムの画像・音声を結ぶ装置を整備し、犯罪死の見逃しの絶無を徹底する。
（２）事業内容

　　　「検視支援装置」の整備

検視官と死体取扱現場をリアルタイムの画像・音声を結ぶ装置であり、検視官から死体取扱現場の捜査員への的確な指示・指導を可能とする。

　事業総額　12,961,114千円

賃借料4,393,440円（5年ﾘｰｽ）　役務費8,567,674円
　　　　平成26年度分　1,530,904円

　　　　　　　　　　　　賃借料　219,672円　　役務費　1,311,232円

（３）県負担・補助率の考え方

県内での的確な検視活動に要する負担であること、また補助率については、

他の国庫補助対象事業と同様の割合で国庫を充当しており、妥当である。
（４）類似事業の有無

　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	役務費
	  1,312
	携帯端末通信料・初期導入費、サーバ接続料・初期導入費

	その他
	  220
	携帯端末等賃貸借料　3ヶ月分

	合計
	　1,532
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
「岐阜県長期構想」
　　　　5-Ⅰ-4　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる

　　　　　○社会・経済の変化を反映した新たな犯罪への対策を強化する

　　　「岐阜県警察初動捜査高度化計画」

　　　　第2　客観的証拠収集の徹底等

　　　　　 4　適正な死体取扱い業務の推進
（２）後年度の財政負担　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	総額

	賃借料
	220
	879
	879
	879
	879
	660
	4,396


　　　　債務負担行為額：4,200千円（平成26年度～平成31年度）
      通信料　127,306円/月額　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	総額

	役務費
	1,312
	1,528
	1,528
	1,528
	1,528
	1,146
	8,570


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　犯罪死の見逃しの絶無を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	死体取扱体数


	（H　）
	2,442

（H23）
	2,428

（H24）
	1,525

（H25）
	（H　）
	％


	検視官臨場率
	（H　）
	45.4%

（H23）
	67.4%
（H24）
	80.9%
（H25）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	検視支援装置の整備に要する経費は、犯罪死を見逃さないための方策であり、確実な検視業務を推進し、殺人事件等の犯罪を見逃さないための手段のひとつであり目標を設定することは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　犯罪捜査に要する経費は、県民の安全安心に直結するものであり、必要な経費である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　検視係の負担軽減と殺人事件に対する迅速な対応、的確な初度措置、確実な現場保存が必要であり、装備資機材の充実を図り、事件の早期解決を図り被害を最小限に食い止める必要がある。犯罪死を決して見逃さない体制を人的、物的支援の両面から確保する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　本年４月に施行された死因・身元調査法は、検視時の薬毒物検査の拡充や画像診断並びに新法解剖を実施して、「犯罪死を見逃さない」体制を強化することを目的としており、引き続き検視体制の充実と的確な初動措置の推進に努める。


